
労組周辺動向 No.85 

2020年 4月 17日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 「新型コロナウイルス感染症に対応した小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等

における教育活動の再開等に関するＱ＆Ａの送付について（４月１５日時点）」  

https://www.mext.go.jp/content/20200415-mxt_kouhou02-000006156_01.pdf 

 

(2) 年金開始７５歳法案が１４日に審議入り―「緊急事態」でも 

年金を受け取り始める年齢を７５歳まで繰り下げ可能にするための年金改革関連法案が、

４月１４日の衆院本会議で審議入りした。所管する厚生労働省は新型コロナウイルスの対

応に追われており、省内には法案の審議を先送りすることで、国会対応に割く人員を新型コ

ロナ対策に振り向けるべきだとの意見もあったが、当初の想定通りとなった。 

ある厚労省幹部は「人手が足りない。国会対応に割く人を少しでもコロナ対策に回してほし

い。法案は先送りできないのか」と嘆く。新型コロナの対応では、緊急事態宣言の対象自治

体との調整や、医療現場の必要な資材の確保など課題が山積みだ。さらに法案審議が始まれ

ば、国会答弁の作成などに人員を割く必要が出てくるからだ。 

 

(3) 「新型コロナウイルス感染症に関するＱ＆Ａ（労働者派遣について）」 厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/content/000620318.pdf 

 

(4) 「新型コロナウイルス感染症対策に関する学校の新学期開始状況等について 」 ２０２

０年４月１０日２１時３０分現在 文部科学省 

https://www.mext.go.jp/content/20200413-mxt_kouhou01-000006421_1.pdf 

 

(5) 一律 10 万円給付に向けて政府は具体的制度設計の調整急ぐ 

新型コロナウイルスの感染拡大で、政府は経済対策を盛り込んだ補正予算案を組み替えて、

収入が減少した世帯への 30万円の現金給付に代わり 10万円の一律給付を行うことになり、

具体的な制度設計について調整を急ぐ。 

 

10 万円の一律給付には単純計算でおよそ 12 兆円かかることになり、赤字国債を追加で発

行するなどの対応が必要となる。 

(6) 「「緊急事態宣言」が全国に拡大―13都道府県は「特定警戒」 

https://www.mext.go.jp/content/20200401-mxt_kouhou02-000004520_03.pdf 
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2. 法違反・闘い 

(1) 保険審査官が労基署判断取り消して長時間労働による自殺を労災認定 

化学メーカーの伊勢崎工場に勤務していた研究員のが２０１６年５月に自殺したのは長時

間労働による精神障害が原因だったとして、群馬労働局の労災補償保険審査官が、労災を認

めなかった前橋労働基準監督署の判断を取り消し、労災を認定した。 

 

審査官の決定書では、恒常的な長い時間外労働（月１００時間程度）を認め、心理的負荷は

大きかったと指摘。「業務上の事由による精神障害が徐々に重症化し、自殺に至った」とし、

長時間労働による精神障害と自殺に因果関係があると結論付けた。 

 

(2) 内定者がパワハラで自死：パナソニックの完全子会社が「行き過ぎ」認める 

就職内定先の人事課長からパワーハラスメントを受け、大学４年の男子学が入社２カ月前

にみずから命を絶ったと、遺族の代理人弁護士らが記者会見して公表した。人事課長は配属

への決定権をちらつかせながら、内定者のＳＮＳ交流サイトに毎日書き込むように強要す

るなどしていたという。会社側も取材に「行き過ぎた行為があった」と認めた。 

 

入社内定者が就職予定の企業からパワーハラスメントを受けても、現状では労災保険の対

象外だ。一方、６月からまず大企業に職場でのパワハラ対応を義務づける「パワハラ防止法」

の付帯決議では、就職活動中の学生などへのハラスメント対策も求めている。 

 

(3) 配達員にマスクや消毒液を―ウーバーイーツ労組が要求書 

「ウーバーイーツ」の働き手でつくる労働組合「ウーバーイーツユニオン」は、ウーバーイ

ーツの運営会社に新型コロナへの対策を求める要求書を提出したことを明らかにした。 

 

配達員にマスクや消毒液などを配布することや、配達１件につき３００円の危険手当をつ

けることを求めている運営会社から要求書へのまだ回答はないという。 

 

(4) 運転手が「全員解雇」の撤回を要求―都内のタクシー会社 

新型コロナウイルスの感染拡大による外出自粛で業績が悪化したとして、都内のタクシー

会社、ロイヤルリムジンがグループ会社を含む約６００人の運転手全員の解雇方針を示し

たことについて、運転手の一部が解雇の撤回などを求めて団体交渉を申し入れた。 

 

ロイヤルリムジン東京には労組加盟者を含む運転手約 10人が説明を求めて駆けつけた。会

社側は 3 月分の給与の支払いは明言したが、「私たちを解雇するのか」との質問には明確に

は答えなかったという。 

 

(5) 新型コロナの感染拡大を懸念して「茨城全県立高を休校にして」と高校生有志がストラ

イキ 



新型コロナウイルスの感染拡大を不安視する声が茨城県の高校生にも広まっている。土浦

市など１０市町に立地する県立高が８日から臨時休校になる中、県立日立一高の３年生有

志が県内全ての県立高休校などを求め、「ストライキ」(同盟休校)に入っている。９日には同

高３年の３分の１に当たる約８０人が賛同し、登校しなかった。ストの「通告書」は県教委

と日立一高などに送付されている。生徒有志は「学校現場に関わる人すべてを守ることは明

らかに緊急性を要している」と訴えている。 

 

有志の生徒たちは、無料通信アプリ「LINE(ライン)」を活用して同高 3 年生に賛同を呼び掛

けた。スト通告書は県教委などに７日、ファクスで送付した。８日は３０人以上、９日は８

０人がストに賛同し登校しなかった。有志代表の生徒は「オンライン授業などとセットでな

ければ不安があっても登校するしかない。人の命が懸かっており、ストという手段を取らざ

るを得なかった」と話した。 

 

(6) 医師らに「危険手当」を：労働組合が厚労省に要請 

新型コロナウイルスの感染拡大で、過重労働を強いられている医師らに危険手当などを支

払うよう、医師の労働組合が厚生労働省に要請した。 

 

要請書では、感染リスクが高い中、診察する医師らにマスクなどの医療物資が充分に届いて

いないとして、必要な数を提供できる仕組みを作ることのほか、特別の危険手当や労災補償

を支払うよう求めている。 

 

(7) 看護職に危険手当の支給を 日本看護協会が要望書を提出 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、医療の現場では感染者への対応が増えていること

から、日本看護協会は看護師などに対して危険手当などを支給するよう求める要望書を加

藤厚生労働大臣らに提出した。 

 

要望書では、看護師や保健師など看護職の人たちは自分も感染するのではという不安や恐

怖を感じつつも業務にあたっていると訴え、また、新型コロナウイルスの患者がいる医療機

関では、保育所で子どもの預かりを拒否されたり、帰宅の際にタクシーから乗車を拒否され

たりするなど、いわれのない中傷を受けている現状を明らかにしている。 

 

そのうえで、看護職に対し、新型コロナウイルスに感染した人や、感染した疑いのある人に

接した場合の危険手当の支給や、帰宅しないでホテルなどに宿泊した際の宿泊費の補助な

どを求めた。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 世界で 600 万人の看護師が不足：ＷＨＯ報告書 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的に大流行する中、世界保健機関（ＷＨＯ）

は世界で６００万人近くの看護師が不足していると警鐘を鳴らした。 



 

報告書によると、世界全体の看護師の数は２，８００万人に満たない。２０１８年までの５

年間で４７０万人増加したが、WHOは「それでもまだ、世界中で５９０万人が不足してい

る」と警告。中でもアフリカ、東南アジア、中東、一部南米の貧しい国々では、現状の看護

師数と必要とする数に大きな隔たりがあると指摘した。 

 

"First ever State of the World’s Nursing report launched amid COVID19 pandemic" 

https://www.who.int/news-room/detail/06-04-2020-world-health-worker-week-2020 

 

(2) 新型コロナにより第２四半期は世界で１．９５億人分の労働喪失＝ＩＬＯ 

横須賀、鎌倉、逗子の３市が神奈川県内で初めて性的少数者（ＬＧＢＴなど）のカップルを

パートナーとして公的に認める「パートナーシップ宣誓制度」の相互利用を始める。近隣自

治体の相互利用は全国初とみられ、３市間で同じ証明書を利用できる。医療機関の協力が得

られれば、面会などが家族に限られることがある入院環境などの改善も期待され、３市は

「誰もが安心して暮らせる地域を目指す」としている。 

 

(3) こんなときは どんな支援制度が？ 

https://www3.nhk.or.jp/news/special/coronavirus/management/?tab=1 

 

(4) ＩＭＦ報告書：２０２０年の世界経済は世界恐慌以来で最悪の景気後退―マイナス３％ 

"Word Economic Outlook, April 2020 -- The Great Lockdown"  

https://www.dropbox.com/s/08zm6pb78hzsbqg/20200414_IMF_Report_The_Great_Lock

down.pdf?dl=0 

 

(5) 日本の人口が９年連続で減少し、減少率は過去最大 

総務省は２０１８１０月１日現在の人口推計を公表した。外国人も含めた総人口は前年よ

り２７万６千人減の１億２，６１６万７千人で、９年連続の減少となった。減少率は０．２

２％で、減少数とと都道府県別の増減率では、東京が０．７１％増でトップ。４０道府県で

減少となり、秋田が１．４８％減でワーストだった。 

 

「人口推計（2019年（令和元年）10月 1日現在）」総理府統計局 

https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2019np/index.html 
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